
 
―別紙― 

 
１．対応出願情報の提出について 
改正前 改正後 
（１）特許法 8 条 1 項の対応出願情報陳述書(a)およびインド出願の特許付与日まで情報を通知し続ける旨の
誓約書(b)（(a)(b)の書式は Form3）の提出期限（新規則 12(2)(4)） 
①インド特許庁宛出願手続き日から 6 ヶ月以内 ①インド特許庁宛出願手続き日から 6ヶ月以内（変更

無し） 
②当該対応出願日から 6 ヶ月以内 
※対応国が出願手続きされる都度インド特許庁に
Form3 を更新して提出。 

②最初の拒絶理由通知発行日から 3 ヶ月以内。 
※上記の 1 回のみ提出。 

③規定無し ③審査管理官の要求から 2 ヶ月以内 
（２）特許法 8 条 2 項の対応出願審査情報の提出義務（新規則 12(3)） 
審査管理官の要求から 6 ヶ月以内に提出。 出願人の提出義務を廃止（審査管理官がアクセス可

能な公共データベースを使用して対応出願の審査情
報を自ら入手）。 

 
２．審査請求期限について 
改正前 改正後 
通常出願の審査請求期限（新規則 24B(1)(i)(ii)(iii)(iv)） 
出願の優先日または出願日のいずれか早い方から
48 ヶ月以内 

出願の優先日または出願日のいずれか早い方から
31 ヶ月以内 

 
３．実施陳述書について 
改正前 改正後 
実施陳述書の提出（新規則 131(2)） 
特許付与された会計年度（4 月 1 日～翌年 3 月 31
日）の直後の会計年度から各会計年度に 1 回、その
会計年度終了から 6 ヶ月以内に提出する。 

特許付与された会計年度（4 月 1 日～翌年 3 月 31
日）の直後の会計年度から 3 会計年度に 1 回、3 会
計年度目の終了から 6 ヶ月以内に提出する。 

 
※改正後の Form 27 サンプル抜粋（赤文字は例示です。） 
 

3. Worked / not worked. 
Please state whether 
each patent in respect of 
which this form is being 
filed is worked or not 
worked. 

Patent Number(s) Worked [Tick ( ✔ ) if 
applicable] 

Not worked [Tick ( ✔ ) if 
applicable] 

123456  ✔ 
   

4. If not worked, please 
tick the appropriate 
reasons 

□Patented Invention is under development/ commercial trial 
□Patented Invention is under Review/approval with Regulatory authorities 
□Exploring commercial licensing 
□Any other, may specify: 

5. Whether the patent is 
available for licensing 

□YES 
□NO 
In case of YES, would you be interested in receiving communications from any person 
interested in seeking a license. If so, kindly provide contact details as below: 
Email address: 
Contact Number: 

Note: 1. Every patentee and every licensee (exclusive or otherwise) is required to file this Form; where a patent is 
granted to two or more persons, this form may be filed jointly by all or any of such persons. 
2. Subject to conditions specified under the Patent Act, 1970 a patented invention shall not be 
considered as ‘not worked’ merely on the ground that the patented product has been imported in India.”. 

 
４．期間延長について 
改正前 改正後 
期限延長（新規則 138） 
審査管理官は自らの判断により条件を定めて期限を
延長できる。しかし、以下の手続きは除く。 
・インド国内への移行 
・出願時明細書翻訳文の提出 
・優先権書類の提出 
・審査請求 
・拒絶理由通知の応答 
・異議申立に対する意見書／証拠の提出 
・年金納付延長 
・審査官権限の決定 

審査管理官は自らの判断により条件を定めて期限を
延長できる。（適用除外手続きの列挙は削除） 

延長期間は 1 ヶ月。 
延長前の期限内に延長申請する。 

延長期間は最長で 6 ヶ月。 
延長後の延長期間内に何度でも申請できる。 

 

✔ 

✔ 

本書３（３）

 

本書３（３）①は 3 と 4 の間にありましたが
削除されました。 

本書３（３）

 

本書３（３）

 


